
１　総括

(1) 人件費の状況（普通会計決算）

（注） 人件費には、特別職に支給される給料、報酬等を含んでいます。

(2)職員給与費の状況（普通会計決算）

（注）1　職員手当には退職手当を含みません。

      2　職員数は、平成25年4月1日現在の人数です。

(3) ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）

1

2

※

(4) 給与改定の状況

人事委員会未設置

(5) 給与制度の総合的見直しの実施状況について

1）給料表の見直し [　未実施　]

2）地域手当の見直し [　支給実績なし　]

3）その他の見直し内容 [　特になし　]

・平成２４年度をもって町独自の給与削減措置を終了したため。

・今年度中に見直し予定。

13.4

　　　　　　Ｂ

　　　　　千円

人 件 費 率

　　　　　　％

人 件 費実 質 収 支

　　　　　千円　　　　　千円

Ｂ／Ａ

区　　分 住民基本台帳人口

（平成25年度末）

隠岐の島町の給与・定員管理等について

　　　　　　Ａ 24年度の人件費率

（参考）歳 出 額

25年度
人　

218,903

　　　　　　　千円

115,386

職員手当

16,044,847

給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費

期末・勤勉手当

2,156,33615,038

職員数区　　分

　　　　　　Ａ 給　 料

25年度
235

千円

340,430920,871

人 千円

　　計　　Ｂ

千円 千円

5,5011,376,687 5,858

給与費 B/A

千円

平成24年及び平成25年は、国家公務員の時限的な（２年間）給与改定・臨時特例法による給与削減措置がないとした場
合の値です。

13.0

　　　　　　　　　　　％

一人当たり (参考)類似団体平均

一人当たり給与費

【概要】国の給与制度の総合的見直しにおいては、俸給表の水準の平均２％の引下げ及び地域手当の支給割合の
見直し等に取り組むとされている。

(注)

類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のﾗｽﾊﾟｲﾚｽ指数を単純平均したものです。

ﾗｽﾊﾟｲﾚｽ指数とは、地方公共団体の一般行政職の給料月額を同一の基準で比較するため、国の職員数（構成）を用い
て、学歴や経験年数の差による影響を補正し、国の行政職俸給表（一）適用職員の俸給月額を100として計算した指数
です。

3

平成26年４月１日のラスパイレス指数が、〔１〕３年前に比べ１ポイント以上上昇している場合、〔２〕３年連続で上昇している場
合、〔３〕100を超えている場合について、その理由及び改善の見込み
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２　職員の平均給与月額、初任給等の状況

 (1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成26年４月１日現在）

　　　　①一般行政職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円

歳 円 円 円

　　　　②技能労務職

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

1 　「平均給料月額」とは、平成26年4月1日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均です。

2

（2) 職員の初任給の状況（平成26年４月１日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円

（3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成26年４月１日現在）

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

（注）　 当該階層の職員が３人以下のため近似の階層の職員を含めた平均額です。

なお、近似の階層にも該当がない場合は、－印で示しています。

平均年齢

287,992

348,569

287,474

326,611

396,618

350,644

平均給与月額
（国比較ベース）

職員数

301,250

329,967

355,667

区　　分

309,179

-

432,790

平均給与月額

48.9

50.1

363,800

385,433

397,700

類似団体

国

島根県

隠岐の島町

－

278,600

経験年数30年経験年数25年経験年数20年経験年数10年

381,900

58.8

44.6

298,822

43.5

383,373

326,855

平均給料 月額

11

－

343,233

368,367

大　学　卒

大　学　卒

20

(注)　

42.3

137,200

140,100

隠岐の島町

161,600

国島根県

140,100
高　校　卒

技能労務職

3,119

171,890 172,200
一般行政職

32

346,900 393,042

国

類似団体

技能労務職

44.3

44.1

島根県

区　　　　　分

高　校　卒

区　　　　分

高　校　卒

高　校　卒

－

139,847

152,325

区　　分

313,860 339,480

408,472

一般行政職

平均給与月額
（国比較ベース）

335,000

　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、住居手当、時間外勤務手当などのすべての諸手当
の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査において明らかにされているものです。

　また、「平均給与月額(国比較ﾍﾞｰｽ)」は、比較のため、国家公務員と同じﾍﾞｰｽ（時間外勤務手当等を除いたもので
算出しています。

360,066

平均給与月額平均給料月額

414,558 364,575

―

338,098

平均年齢

隠岐の島町 369,440



３　一般行政職の級別職員数等の状況

（1) 一般行政職の級別職員数の状況（平成26年４月１日現在）

（注）　1　隠岐の島町の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数です。

     　 2　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務です。

  

（2) 昇給への勤務成績の反映状況

新たな人事評価制度を策定中であり、制度確立後に反映を検討予定。

４　職員の手当の状況

（1) 期末手当・勤勉手当

１人当たり平均支給額（平成25年度） １人当たり平均支給額（平成25年度）

千円 千円

（平成25年度支給割合） （平成25年度支給割合） （平成25年度支給割合）

期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当

 月分  月分  月分  月分  月分  月分

（ ）月分　（ ）月分 （ ）月分　（ ）月分 （ ）月分　（ ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

（注）1　(  )内は、再任用職員に係る支給割合です。

（注）2  支給割合は、人事院勧告及び県人事委員会勧告を踏まえ見直ししています。

国

標準的な職務内容区　　分

- -

課長、係長、主幹

主任

職員数

5

7.4

　　　　　　　　人

22

―

　　　　　　　　％

　　　　　　　　人

　　　　　　　　％

141

16.1

課長

４　　級

主幹

2.60

職制上の段階、職務の級等による加算措置
　　役職加算　   5～20％
     管理職加算15～25％

0.7

61.3

　　　　　　　　％

　　　　　　　　人

　　　　　　　　人

２　　級

職制上の段階、職務の級等による加算措置
　　役職加算　5～10％

1.25

３　　級

1.35 2.40 1.30

9.5

2.60

職制上の段階、職務の級等による加算措置
　　役職加算  　　5～20％
     管理職加算10～25％

　　　　　　　　％

37

主事

　　　　　　　　人

1.35

0.651.45

1,481 1,471

　　　　　　　　％

島根県

8

17

　　　　　　　　人

隠岐の島町

５　　級

６　　級

3.5

係長、主幹

構成比

　　　　　　　　％

2.2
１　　級

1級 

2.2% 

1級 

2.1% 

1級 

1.8% 

2級 

3.5% 

2級 

4.1% 
2級 

2.4% 

3級 

7.4% 

3級 

8.2% 
3級 

8.9% 

4級 

16.1% 

4級 

15.6% 

4級 

24.4% 

5級 

61.3% 

5級 

60.5% 

5級 

50.6% 

6級 

9.5% 

6級 

9.5% 
6級 

11.9% 
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（2) 退職手当（平成26年４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

1人当たり平均支給額　　　　 千円

（注）　退職手当の一人当たり平均支給額は、平成26年度に退職した職員に支給された平均額です。

 (3) 地域手当

千円

千円

％ 人 ％

 (4) 特殊勤務手当（平成26年４月１日現在）

千円

　円

　％

 (5) 時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（注）　職員一人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、「支給実績」と同じ年度の４月１日現在の

　　　総職員数（管理職員等、制度上時間外勤務手当の支給対象とならない職員を除く。）です。

19,521

町税に関し滞納処分の差し押さえ
に従事した場合

１件につき3,000円（１日15,000
円を限度）

主な支給対象業務

隠岐の島町

支給率

52.44

36.57

  定年前早期退職特例措置(50歳～58歳)（5～30％加算）

該当なし

支給対象地域

30.82

52.44

147

43.70

36.57

死体等処理手当

防疫作業手当

税務手当

手当の名称

行旅死亡人等処理従事職員

主な支給対象職員

国

左記職員に対する支給単価

感染症防疫作業に従事した場合

0

１日につき290円

手当の種類（手当数）

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 平 成 24 年 度 決 算 ）

-

支 給 実 績 （ 平 成 24 年 度 決 算 ）

感染症防疫作業従事職員

行旅死亡人及び漂流死体等の処理
に従事した場合

194職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 平 成 25 年 度 決 算 ）

支 給 実 績 （ 平 成 25 年 度 決 算 ）

21.62

30.82

27.025

52.44

27.025

支給職員１人当たり平均支給年額（平成25年度決算）

支給職員１人当たり平均支給年額（平成25年度決算）

-

0

52.44

0

52.44

支給実績（平成25年度決算）

支給対象職員数

支給実績（平成25年度決算）

国の制度（支給率）

43.70

0

52.44

21.62

0

　定年前早期退職特例措置（2～45％加算）

41,534

-

46,494

税務担当職員

１件につき3,000円

3

職員全体に占める手当支給職員の割合（平成25年度）



（6) その他の手当（平成26年４月１日現在）

千円 円

千円 円

千円 円

千円 円

千円 円

５　特別職の報酬等の状況（平成26年４月１日現在）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

月分

月分

　　 （算定方式） （１期の手当額） （支給時期）

(注）1　給料及び報酬の（　）内は、減額措置を行う前の金額です。                         

     2　退職手当の「1期の手当額」は、4月1日現在の給料月額及び支給率に基づき、1期（4年＝48月）勤めた場合     

           における退職手当の見込額です。                                 

課長級　　定額

医師、歯科医師等採用の困難な職
種に支給

借家・借間居住者
①家賃23,000円以下の場合
　家賃-12,000円
②家賃23,000円を超える場合
　11,000円+(家賃-23,000円)*1/2

配偶者　13,000円
2人（配偶者扶養）　6,500円
1人（配偶者非扶養）　6,500円
1人（配偶者なし）　11,000円
その他　5,000円
特定期間（満16歳年度初めから満
22歳年度末）の子の加算　5,000円

勤務時間数×勤務１時間当りの給
与額×135/100

休日勤務手当

通勤手当

初任給調整手当

管理職手当

扶養手当

手　当　名 内容及び支給単価

議 員

議 長

任期毎

期
末
手
当 副 議 長

町 長

62.58万円×在職年数×300/100

退
職
手
当

副 町 長

議 員

議 長

町 長

副 町 長

備　　　　考

報

酬

副 議 長

（5）時間外勤務手当
の支給実績に含む

157,000

町 長

区 分

180,000

交通機関利用者
　最高支給限度額　55,000円
交通用具（自動車等）利用者
　2㎞以上　3,000～32,000円

給

料 副 町 長

736,200

625,800

住居手当

同じ

同じ

異なる

34,547

１時間当りの
給与額算出方
法が異なる

異なる

（参考）類似団体における最高／最低額

420,000 230,000

12,280

854,000

4,800

492,000

710,000

131,524

平均支給年額
支給実績

（平成25年度決算）

20,518

（平成25年度決算）

支給職員1人当たり

任期毎

2,400,000

238,562

交通用具の
区分及び距
離の区分が
異なる

12,882

73.62万円×在職年数×500/100

205,000

　　（平成25年度支給割合）

　　（平成25年度支給割合）

給 料 月 額 等

750.96万円

297,000

360,000

468,000

1,472.4万円

345,000

2.95

607,026

同じ

297,000

2.95

246,000

205,000

246,000

699,390

国の制度
と異なる内容

国の制度
との異同

221,458

511,650



６　職員数の状況

（1)部門別職員数の状況と主な増減理由

（各年４月１日現在）

人）

人）

（注）1　職員数は一般職に属する職員数です。

　　　2　[    ]内は、条例定数の合計です。

（2)年齢別職員構成の状況（平成26年４月１日現在）

(3)職員数の推移

（単位 ： 人 ・ ％）

( ％)

( ％)

( ％)

( ％)

( ％)

(注)　各年における定員管理調査において報告した部門別職員数です。

265

69.26

272 △ 7

人

組織改編

退職不補充

人 人

△ 2

△ 1

(参考)類似団体の人口1万人当たり職員数

56歳48歳

～

55歳

計

51歳
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～
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432
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△ 2 事務の統廃合

44歳
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△ 1
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[     291     ］

37
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区　分
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13%14%

39
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11%
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～
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0

人 人 人
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人

△ 1
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